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 ⽔稲作付農家数は、平成27年からの５年間で約25％減少。
 主業農家の割合は依然として低い⽔準にある。
 ⼀⽅で、１経営体当たりの作付⾯積は拡⼤しており、作付⾯積15ha以上の農家の⾯積シェアは、平成12年の1.7%から、令

和２年の27.2%と25.5ポイント上昇している。
○ 農家数の推移 単位︓千⼾

令和２年/
平成27年

令和
２年

平成
27年

平成
22年

平成
17年

平成
12年

81%1,7472,155 2,528 2,8483,120総農家数
77%1,028 1,330 1,631 1,9632,337販売農家数

74%699 940 1,159 1,4021,744⽔稲作付農家数

75%127 170 217 269321主業農家数

53%110 209 323 373502準主業農家数

82%461 561 620 761920副業的農家数

○ 経営規模別作付シェアの推移

○販売⽬的⽔稲経営体の１経営体当たりの作付⾯積の推移

出典︓農林⽔産省「農林業センサス」

１－① 農家数、経営規模

【販売農家】 経営耕地⾯積が30a以上⼜は過去1年間の農産物販売⾦額が50万円以上の農家。 【準主業農家】 農外所得が主で、65歳未満の農業従事60⽇以上の者がいる農家。
【主業農家】 農業所得が主で、65歳未満の農業従事60⽇以上の者がいる農家。 【副業的農家】 65歳未満の農業従事⽇数60⽇以上の者がいない農家。

※平成12〜17年までは農家数、22年からは経営体数 2
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 ⽔稲の収穫量は昭和42年、作付⾯積は昭和44年をピークに、国⺠の⾷⽣活の変化による⽶の消費量の減少等に伴い減少してきている。
（令和６年産の収穫量735万ｔ、作付⾯積136万ha）

 ⽔稲の単収は、栽培技術の向上等により、順調に向上してきたが、近年、良⾷味品種の普及、品質を重視し施肥量を抑える栽培⽅法の
普及等により、その伸びは鈍化。（令和６年産の10ａ当たり実収量540kg）

○ ⽔稲（⼦実⽤）の作付⾯積と収穫量の推移 ○ 10a当たり直接労働時間、平年収量、実収量の推移

出典︓農林⽔産省「作物統計調査」

○ ⽔稲（⼦実⽤）の作付⾯積、収穫量、単収が多い都道府県（令和６年産）
第５位第４位第３位第２位第１位全国

福島県（63）宮城県（63）秋⽥県（84）北海道（95）新潟県（116）（計）1,359作付⾯積（千ha）

福島県（357）宮城県（366）秋⽥県（490）北海道（562）新潟県（623）（計）7,345収穫量（千トン）

⼭形県（583）宮城県（583）北海道（592）⻑野県（620）⻘森県（623）（平均）540単収（kg/10a）

収穫量
（R６）735万トン

作付面積
（R６）136万ha

１－② 生産量、単収等の推移

出典︓農林⽔産省 「作物統計調査」 、
「農産物⽣産費統計」及び組替集計（令和４・５年産）出典︓農林⽔産省「作物統計調査」

3

令和

注︓経営耕地⾯積50ha以上かつ10a当たり資本利⼦・地代全額算⼊⽣産費に対する
「賃借料及び料⾦」の割合が50％以上の経営体を除いた個別経営体の数値である。



○都道府県別の⽔稲⽣産状況（令和６年産）

出典︓作付⾯積、⽣産量、単位収量については「2024年（令和６年）作物統計調査」、販売⽬的の経営体数、作付⾯積等については「2020年農林業センサス」

○販売⽬的の経営体の⽔稲⽣産状況（令和２年産）

4

北海道 95,000 562,400 592 571 滋賀 28,400 146,800 517 518 北海道 10,843 103,241 9.5 滋賀 12,916 29,112 2.3

青森 42,400 264,200 623 607 京都 13,600 71,700 527 510 青森 17,607 41,613 2.4 京都 10,934 10,934 1.0

岩手 45,500 258,900 569 544 大阪 4,290 20,700 483 495 岩手 27,272 49,920 1.8 大阪 4,503 2,152 0.5

宮城 62,800 366,100 583 547 兵庫 34,000 166,900 491 501 宮城 25,223 67,233 2.7 兵庫 30,471 29,026 1.0

秋田 84,200 490,000 582 577 奈良 8,000 42,100 526 513 秋田 25,960 86,459 3.3 奈良 7,960 5,618 0.7

山形 60,800 354,500 583 603 和歌山 5,680 28,700 506 503 山形 20,236 63,002 3.1 和歌山 6,076 3,397 0.6

福島 62,700 356,800 569 553 鳥取 11,800 59,200 502 514 福島 34,031 63,411 1.9 鳥取 11,109 10,715 1.0

茨城 62,500 338,800 542 527 島根 15,900 80,300 505 514 茨城 32,742 52,323 1.6 島根 12,228 15,055 1.2

栃木 53,000 286,200 540 540 岡山 28,000 142,800 510 526 栃木 26,788 52,496 2.0 岡山 23,050 22,904 1.0

群馬 14,300 71,400 499 498 広島 20,600 108,400 526 528 群馬 9,795 11,997 1.2 広島 15,190 17,663 1.2

埼玉 29,600 140,900 476 494 山口 16,800 86,200 513 504 埼玉 17,652 25,260 1.4 山口 11,587 16,595 1.4

千葉 50,600 287,900 569 544 徳島 9,890 46,500 470 474 千葉 23,672 45,414 1.9 徳島 9,355 7,826 0.8

東京 107 443 414 414 香川 9,820 48,200 491 496 東京 253 135 0.5 香川 12,682 9,254 0.7

神奈川 2,840 13,700 481 494 愛媛 12,700 63,800 502 498 神奈川 3,229 1,831 0.6 愛媛 10,648 9,105 0.9

新潟 116,200 622,800 536 542 高知 10,300 46,700 453 456 新潟 39,425 113,671 2.9 高知 6,990 6,833 1.0

富山 35,000 189,000 540 547 福岡 32,600 152,200 467 491 富山 11,111 35,891 3.2 福岡 19,704 30,042 1.5

石川 22,300 116,200 521 523 佐賀 22,400 113,100 505 519 石川 8,376 23,160 2.8 佐賀 9,216 23,772 2.6

福井 23,500 124,800 531 519 長崎 9,420 45,900 487 485 福井 9,179 23,430 2.6 長崎 10,771 7,635 0.7

山梨 4,680 25,000 534 542 熊本 29,700 153,300 516 513 山梨 4,036 2,427 0.6 熊本 25,204 32,885 1.3

長野 30,300 187,900 620 619 大分 18,000 88,400 491 499 長野 25,380 24,048 0.9 大分 13,603 15,171 1.1

岐阜 21,100 101,900 483 485 宮崎 14,500 69,700 481 496 岐阜 13,912 16,293 1.2 宮崎 12,357 11,035 0.9

静岡 14,500 70,200 484 518 鹿児島 17,100 80,400 470 485 静岡 9,679 10,535 1.1 鹿児島 10,893 11,585 1.1

愛知 26,200 130,200 497 502 沖縄 599 1,950 326 312 愛知 15,027 20,149 1.3 沖縄 202 348 1.7

三重 24,900 120,800 485 500 全国計 1,359,000 7,345,000 540 537 三重 14,632 22,951 1.6 全国計 713,709 1,285,551 1.8

経営体数
作付面積

（ha）
平均作付

面積(ha)

都道
府県
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１－③ 水稲の移植栽培体系例

間断
灌漑

浅⽔
湛⽔

中⼲し

低温時深⽔湛⽔
（幼穂形成期10cm、穂ばらみ期20㎝）

深⽔
湛⽔ 間断

灌漑 落⽔
※図は⽔量のイメージ

【育苗】 【⽥植え】 【中⼲し】 【出穂】 【登熟期】

※⽣育ステージの期間や⽔管理等の栽培体系は地域、天候、品種（早⽣、晩⽣）等によって異なるため、地域別の栽培暦等を参照。

⽥植
管理

育苗 刈取

乾燥調製

活着期 栄養⽣⻑期

30〜35⽇前後４〜５⽇周期で出葉 35〜55⽇前後

幼穂形成期

穂ばらみ期

出穂開花期

登熟期

除
草

︵
１
回
⽬
︶

箱剤処理⼟
त
ऎ
ॉ 基肥

病⾍害防除

穂肥
（追肥）

除
草

︵
2
回
⽬
︶

⼟
त
ऎ
ॉ

※点線の⼯程は必要に応じ実施
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機密性○情報 ○○限り

 コシヒカリが育成されたのは、昭和31年（1956年）。
 H27年産から、上位５品種の作付⽐率順位に変動なし。
 近年では、地域のブランド品種として、作付⾯積を増やしている品種も⾒られる。

○ 主な⽔稲作付品種（割合）の変遷

出典︓H21年産まで農林⽔産省調べ、H22年産以降は、（社）⽶穀安定供給確保⽀援機構 情報部調べ

令和５年産令和４年産令和３年産令和２年産令和元年産平成27年産平成22年産平成17年産平成12年産平成７年産平成２年産

作付⽐率品種名作付⽐率品種名作付⽐率品種名作付⽐率品種名作付⽐率品種名作付⽐率品種名作付⽐率品種名作付⽐率品種名作付⽐率品種名作付⽐率品種名作付⽐率品種名

33.1コシヒカリ33.4コシヒカリ33.4コシヒカリ33.7コシヒカリ33.9コシヒカリ36.1コシヒカリ37.6コシヒカリ38.0コシヒカリ35.5コシヒカリ28.8コシヒカリ28.1コシヒカリ

8.3ひとめぼれ8.5ひとめぼれ8.7ひとめぼれ9.1ひとめぼれ9.4ひとめぼれ9.7ひとめぼれ9.9ひとめぼれ10.6ひとめぼれ9.7ひとめぼれ7.1ひとめぼれ11.3ササニシキ

7.4ヒノヒカリ8.1ヒノヒカリ8.4ヒノヒカリ8.3ヒノヒカリ8.4ヒノヒカリ9.0ヒノヒカリ9.8ヒノヒカリ10.3ヒノヒカリ9.0ヒノヒカリ6.6あきた
こまち6.6⽇本晴

6.7あきた
こまち6.7あきた

こまち6.8あきた
こまち6.8あきた

こまち6.7あきた
こまち7.2あきた

こまち7.7あきた
こまち9.0あきた

こまち8.1あきた
こまち5.4ヒノヒカリ4.4あきた

こまち

3.3ななつぼし3.2ななつぼし3.3ななつぼし3.4ななつぼし3.4ななつぼし3.4ななつぼし3.2キヌヒカリ3.4キヌヒカリ4.8きらら３９
７4.4⽇本晴3.4ゆきひかり

2.8はえぬき2.9はえぬき2.8はえぬき2.8はえぬき2.8はえぬき2.8はえぬき2.8ななつぼし3.3きらら３９
７3.6キヌヒカリ4.2きらら３９

７2.8初星

2.5まっしぐら2.4まっしぐら2.5まっしぐら2.5まっしぐら2.2まっしぐら2.7キヌヒカリ2.6はえぬき3.1はえぬき2.7はえぬき3.8ササニシキ2.5むつほまれ

1.9ゆめぴりか1.9キヌヒカリ1.9キヌヒカリ1.9キヌヒカリ2.1キヌヒカリ1.9まっしぐら2.1きらら３９
７2.5ほしのゆめ2.6ほしのゆめ3.2ゆきひかり2.5きらら３９

７

1.8きぬむすめ1.8ゆめぴりか1.7きぬむすめ1.6きぬむすめ1.7あさひの夢1.6あさひの夢1.6つがる
ロマン1.7つがる

ロマン1.3⽇本晴2.7キヌヒカリ1.8⻩⾦晴

1.8キヌヒカリ1.8きぬむすめ1.7ゆめぴりか1.6ゆめぴりか1.6ゆめぴりか1.5こしいぶき1.5まっしぐら1.3ななつぼし1.3つがる
ロマン2.5むつほまれ1.6中⽣

新千本

１－④ 品種

6



KPI（2030年（年度））⽬標（2030年（年度））

別表1・品⽬(⻘刈りとうもろこし等飼料作物を含む)ごとの
⽣産量・輸出量、単収、作付⾯積、国内消費仕向量

38％(2023年度)→45％
61％(2023年度)→69％
45％(2023年度)→53％

○⾷料⾃給率
・供給熱量ベースの総合⾷料⾃給率
・⽣産額ベースの総合⾷料⾃給率
・摂取熱量ベース⾷料⾃給率※１国

内
の
⾷
料
供
給

⽣産性の向上(労働⽣産性・⼟地⽣産性)
⼈
・
農
地
・
技
術

⾷
料
⾃
給
⼒
の
確
保

・⽣産コストの低減※2

⽶︓（全体） 15,944円/60kg(2023年) → 13,000/60kg⽶︓(15ha以上の経営体)
11,350円/60kg(2023年)

→9,500円/60kg

○⽣産コストの
低減※2

約３割(2020年)→５割・⽔稲作付⾯積15ha以上の経営体の
⾯積シェア

別表１・品⽬ごとの単収

⽶についての主な⽬標並びに⾷料、農業及び農村に関する施策のKPI

※１ 分⼦は 2030 年度の国産熱量⾒込値である 975kcal とし、分⺟を摂取熱量 1,850kcal に固定して計算。1,850kcalという数値については、①⽇本⼈の成⼈男性の基礎代謝量が、
1,300kcal から 1,600kcal 程度であり、それを上回る⽔準であること、②平時における１⼈１⽇当たりの平均摂取熱量（国⺠健康・栄養調査（厚⽣労働省））の最低値が 1,849kca

（2010 年）であること、を参考に設定。
※２ 基準年（2023 年）の資材価格、労賃等に基づき設定。評価にあたっては、その時点の資材価格等の状況を踏まえて検証。
※３ ⽶の輸出量は⽞⽶換算。
※４ ⽶の単収（2030年）は、 主⾷⽤︓555kg/10a、新市場開拓⽤︓628kg/10a、⽶粉⽤︓616kg/10a、飼料⽤︓720kg/10a。

 ⽶については、新たな⾷料・農業・農村基本計画において2030年度までに15ha以上の経営体について⽣産コストを低減する
⽬標と⽶の全体の⽣産コストを低減するKPIを設定。

２－① 新たな食料・農業・農村基本計画における目標並びにKPI

（１）我が国の⾷料供給

別表１ 品⽬ごと国内消費仕向量、⽣産量、輸出量、単収、作付⾯積
作付⾯積（万ha）単収（kg/10a）⽣産量（万t）国内消費仕向量（万t）品⽬

うち輸出量（万t）
2030年
（年度）

2023年
（年度）

2030年
（年度）

2023年
（年度）

2030年
（年度）

2023年
（年度）

2030年
（年度）

2023年
（年度）

2030年
（年度）

2023年
（年度）

144148570※453539.64.4818791777824⽶※3
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労働費
4,149 円

26%

農機具費
2,987 円

18%肥料・農業薬剤費
2,477 円

15%

賃借料及び料⾦
1,363 円

8%

⾃動⾞費
411円
３％

光熱動費
691円
４％

種苗費
482円
３％

その他諸材料費
248円
１％

⼟地改良・⽔利費
485円
３％

建物費
457円
３％

⽀払地代・⽀払利⼦
604円
４％

⾃作地地代・
⾃⼰資本利⼦

1,605円
10％

18,640 

17,205 

16,750 

16,824 

16,412 

16,497 

16,733 

16,594 

16,001 

15,957 
15,229 

15,416 

15,390 

14,584 

15,147 

15,352 

15,155 
15,046 

14,758 

15,261 

15,944 

11,374 
11,558 

11,397 

10,900 10,995 

11,294 

10,851 
10,895 

10,496 
10,807 

11,350 

7,000

9,000

11,000

13,000

15,000

17,000

19,000

21,000

H15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30 R元 R2 R3 R4 R5

（円/60kg）

⽣産コスト（全国平均：個別⽣産者）

⽣産コスト（認定農業者15ha以上）

資料︓農林⽔産省「農業経営統計調査 農産物⽣産費統計」及び組替集計（令和４・５年産）

注︓令和４・５年産は、経営耕地⾯積50ha以上かつ10a当たり資本利⼦・地代全額算⼊⽣産費に対する「賃借料及び料⾦」の割合が50％以上の経営体を除いた個別経営体の数値である。

２－② 米の生産コスト

全算⼊⽣産費
15,944円/60kg

注）全算⼊⽣産費は円グラフの各費⽬合計から副産物価額303円を引いて算出

○ ⽶の⽣産コスト（全算⼊⽣産費）の推移【全国平均、認定農業者15ha以上】

8

物件税・公課諸負担・
⽣産管理費

288円
2％

（注）

（注）



２－③ 令和５年産米の作付規模別生産コスト（全国平均・60kg当たり）

 作付規模の拡⼤に伴い、⾃ら作業を⾏うことによる賃借料及び料⾦の減少、機械１台当たりの稼働⾯積の増加による農機具費の
減少、作業効率の向上による労働時間の短縮等により、⽣産費は⼤幅に縮減している。

資料︓農林⽔産省「農業経営統計調査 農産物⽣産費統計（個別経営体）」（組替集計）
注︓経営耕地⾯積50ha以上かつ10a当たり資本利⼦・地代全額算⼊⽣産費に対する「賃借料及び料⾦」の割合が50％以上の経営体を除いた個別経営体の数値である。

認定農業者
15ha以上50.0ha以上30.0〜50.020.0〜30.015.0〜20.010.0〜15.05.0〜10.03.0〜5.01.0〜3.00.5〜1.00.5ha未満平均（単位︓円/60kg）

11,35010,22011,02911,88111,32112,40213,54215,04117,31821,82127,54415,944全算⼊⽣産費

7,2266,6957,1187,5427,1578,0688,5829,45110,65713,13316,1989,889物財費

2803143283132154283373914789121,007482種 苗 費

1,3891,3601,2961,4921,3351,3661,5591,6161,4641,6071,6911,509肥 料 費

8438608238518469319509729941,0811,110968農薬剤費

622620593649609605580757733797782691光熱動⼒費

243159195232297275240271254216227248その他諸材料費

434202460410500513562495487468379485⼟地改良・⽔利費

5164404454706258221,0539161,5412,7753,3841,363賃借料及び料⾦

12997121114154159140185276383615234租税公課

3373343814332302813633444786181,265457建物費

1961852162111791942113204718421,098411⾃動⾞費

2,1892,0642,2232,3162,1182,4432,5393,1213,4253,3834,5672,987農機具費

486037514951486356517354⽣産管理費

2,4752,1612,2562,5902,5522,6103,1643,7834,6106,6228,6664,149労働費

1,8801,0091,5711,9942,1522,3662,8443,5034,3266,3368,3463,802家族労働費

5951,152685596400244320280284286320347雇⽤労働費

9178391,1768968251,018857662324187145604⽀払地代・⽀払利⼦

1,1137898231,2931,1591,0291,2321,4611,9812,1742,7651,605⾃⼰資本利⼦・⾃作地地
代

381264344440372323293316254295230303（副産物価額）

51351450149953752950449649647747049910a当たり収量（単位︓kg）

（注）
（注）
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２－④ 水稲の労働時間（全国平均・10a当たり）

 労働時間は耕起、⽥植、収穫等の機械化により、昭和50年代まで著しく減少してきたが、近年は減少度合いが鈍化。
 作付規模別の直接労働時間は、規模が拡⼤するにつれて低減しており、50ha以上層の労働時間（約10.0時間/10a）

は、全階層平均（約20.9時間/10a）の約５割の⽔準にある。
 作業別では、全ての作業において規模拡⼤に伴う労働時間の減少が⾒られ、規模の拡⼤に伴って、作業の機械化・⾼能率

化が進んでいることが、労働時間の低減に結びついている。
 ⼀⽅、育苗、耕起・整地及び⽥植にかかる労働時間は、作付規模に関わらず、全体の４割程度を占めており、春作業が⼀

層の規模拡⼤に当たっての阻害要因となっている。

○ 作付規模・作業別の直接労働時間（令和５年産・全国平均・10ａ当たり）
（単位︓時間/10a）

資料︓農林⽔産省「農業経営統計調査 農産物⽣産費統計」及び組替集計（令和４・５年産）
注︓経営耕地⾯積50ha以上かつ10a当たり資本利⼦・地代全額算⼊⽣産費に対する「賃借料及び料⾦」の割合が50％以上の経営体を除いた個別経営体の数値である。

50ha以上
(右側は割合)

30〜
50ha

20〜
30ha

15〜
20ha

10〜
15ha

5〜
10ha

3〜
5ha

1〜
3ha

0.5〜
1ha

〜
0.5ha

平均
(右側は割合)

100%10.04 10.61 12.48 13.47 13.31 15.85 19.32 23.67 31.87 41.52 100%20.92 合計

12%1.23 1.33 1.93 2.40 2.06 2.48 2.43 2.78 2.93 3.13 12%2.50 育 苗

14%1.44 1.76 1.57 1.63 2.23 2.30 2.73 3.70 5.17 7.19 15%3.22 耕起・整地

13%1.27 1.32 1.67 1.97 2.10 2.11 2.38 3.04 3.88 4.57 13%2.66 ⽥ 植

6%0.61 0.56 0.51 0.51 0.77 0.78 0.78 1.17 1.36 1.99 5%0.96 除 草

19%1.88 2.56 2.56 2.72 2.65 3.35 5.30 6.50 9.62 13.55 27%5.60 管 理

13%1.31 1.34 1.91 1.78 1.52 2.03 2.40 3.00 4.09 5.49 13%2.68 刈取脱穀

23%2.301.742.332.461.982.803.303.484.825.6016%3.30その他

39%42%41%45%48%43%39%40%38%36%40%
育苗、耕起・整地、
⽥植の割合

※ 作業別の割合は四捨五⼊により算出しているため、合計が合わない場合がある。

○ ⽔稲作10a当たり直接労働時間の推移（全国平均）

（注）（注）
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・⼟壌診断に基づく施肥量の適正化
（肥料の⾃家配合等）、精密可
変施肥

・化学肥料から鶏糞等への転換
・共同購⼊、⼤⼝購⼊
による価格交渉

・フレキシブルコンテナの利⽤（機械
化による省⼒化等）

● 担い⼿への農地集積率 ７割（2030年度）
・ 分散錯圃の解消
・ 農地の⼤区画化、汎⽤化

⼤規模経営に適合した品種⼤規模経営に適合した品種

作期を分散することで、同じ⼈数で作付を拡⼤でき、機械稼働率も向上

コシヒカリ コシヒカリミルキーサマー あきだわら

作業ピークを分散
１⽇当たり
作業量

作業時期

多収品種

直播栽培

無⼈ヘリやドローンの
活⽤も可能

スマート農業技術の活⽤

作業が
短期間に集中

省⼒栽培技術の導⼊省⼒栽培技術の導⼊

（例）
営農管理システムの導⼊
→作業のムダを⾒つけて⼿順を改善。

⽔管理システム
→⽔管理の⾒回りを削減。

ドローンの活⽤
→農薬・肥料散布の労⼒軽減。

鉄コーティング種⼦

・全農では、農業者のニーズを踏まえ
て機能を絞り込んだ仕様を決定し、
最も⾼い要求を満たした農機メー
カーから農機を共同購⼊。

・基本性能を絞った海外向けモデル
の国内展開

⽣産資材費の低減

農業機械の低価格化 肥料コストの低減

未利⽤資源の活⽤合理的な農薬使⽤

・発⽣予察による効果的かつ
効率的防除

・輪作体系や抵抗性品種の導⼊等の
多様な⼿法を組み合わせた防除

（IPM）
⇒ 化学農薬使⽤量抑制

・鶏糞焼却灰等の利⽤

担い⼿への農地集積・集約等担い⼿への農地集積・集約等

 担い⼿への農地集積・集約を加速化するとともに⼤規模経営に適合した省⼒栽培技術・品種の開発・導⼊を進め、
産業界の努⼒も反映して農機具費等の⽣産資材費の低減を推進。

⾼密度播種苗栽培
育苗箱数・床⼟使⽤量を減らせるため、
資材費の低減が可能。
⽥植機への苗供給も少なく省⼒的。

育苗・⽥植えを省略。
直播栽培に適した⽔管
理と雑草管理ができれば、
労⼒削減とコスト低減に
つながる。
コーティング無しの直播技
術も発展。

作期の異なる品種の組み合わせ

多収品種による増収で、60kg
当たりのコストを低減。

（品種例）
・つきあかり
・にじのきらめき

肥料の節約
○ 育苗箱全量施肥︓緩効性肥料を育苗箱に施⽤することで、追肥を省略でき、肥料減・省⼒化を図る。
○ 流し込み施肥︓肥料を⽔⼝から流し込むことで、追肥作業を省⼒化。

２－⑤ 生産コスト低減に向けた具体的な取組
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